
平成２９年度県調整交付金 ⇒ 平成３０年度県繰入金配分（確定係数予算ベース） ⇒ 平成３１年度県繰入金配分（案）

県調整交付金（９％） 県繰入金（９％） 県繰入金（９％）

普通調整交付金（１号交付金、６％） １号繰入金（８％） １号繰入金（８％）

２１１億３３１８万円 ・納付金総額から控除（５.８％）　 ・納付金総額から控除

特別調整交付金（２号交付金、３％） ・激変緩和措置　  　（２.２％） ・激変緩和措置

１０５億６６５９万円

財政調整 ２号繰入金（１％） ２号繰入金（１％）

７０億３７１０万円

国調整交付金減額分の調整 廃 ・各保険者（各市町村）の事業への取組 ・各保険者（各市町村）の事業への取組

６億６５９０万円 止

高額医療費共同事業・保険財政共同安定化事業の調整 廃 ・医療費適正化事業 ・医療費適正化事業

９７９８万円 止

保険財政共同安定化事業の拡大 廃 ・適正賦課及び収納率向上に関する事業 ・適正賦課及び収納率向上に関する事業

６３億６１４０万円 止

各保険者（各市町村）の事業への取組 ・適用適正化に関する事業 ・適用適正化に関する事業

３５億２９５０万円

医療費適正化事業 ・その他、事業の適正化に関する事業 ・その他、事業の適正化に関する事業

６億４５５３万円

適正賦課及び収納率向上に関する事業

１０億４７１２万円

適用適正化に関する事業

１億５７９９万円

その他、事業の適正化に関する事業

　子供医療費減額措置の補てん、国保診療施設等

１６億７８８８万円

個々の市町村の財政安定化や運営方針に定める取組
の推進を図るため、保険者努力支援制度における評
価指標等も考慮しつつ、適切に交付基準等の設定を
行う。
（国保運営方針）

個々の市町村の財政安定化や運営方針に定める取組
の推進を図るため、保険者努力支援制度における評
価指標等も考慮しつつ、適切に交付基準等の設定を
行う。
（国保運営方針）

平成３１年度県繰入金の主な事業項目（案）

３１６億９９７８万円 ２８４億７２００万円

３１億６３５６万円

１８３億４８６２万円

　６９億５９８２万円
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